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１ 創設の背景

２ 加算のルール

３ 届出の方法
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〇 介護職員等特定処遇改善加算

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している介護
職員等の賃金の改善等を実施しているものとして都道
府県知事に届け出た施設・事業所が、利用者・入所者
に対し、サービスを行った場合は、当該基準に掲げる
区分に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算す
る。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定してい
る場合においては、次に掲げるその他の加算は算定し
ない。
◇ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅰ) □から□まで
により算定した単位数の1000分の〇〇に相当する単
位数

◇ 介護職員等特定処遇改善加算(Ⅱ) □から□まで
により算定した単位数の1000分の〇〇に相当する単
位数
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サービス区分 Ⅰ Ⅱ
訪問介護／夜間対応型訪問介護
定期巡回・随時対応型訪問介護看護
認知症対応型通所介護 3.1% 2.4%
認知症対応型共同生活介護 3.1% 2.3%
介護老人福祉施設／地域密着型介護老人福祉施設
短期入所生活介護
介護老人保健施設／短期入所療養介護（老健） 2.1% 1.7%
訪問入浴介護 2.1% 1.5%
通所リハビリテーション 2.0% 1.7%
特定施設／地域密着型特定施設 1.8% 1.2%
小規模多機能型居宅介護／看護小規模多機能型居宅介護 1.5% 1.2%
介護療養型医療施設／介護医療院
短期入所療養介護（老健以外）
通所介護／地域密着型通所介護 1.2% 1.0%

1.5% 1.1%

6.3% 4.2%

2.7% 2.3%

訪問看護／訪問リハビリテーション／居宅療養管理指導
福祉用具貸与／特定福祉用具販売
居宅介護支援／介護予防支援

は対象外
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〇 加算Ⅰ？加算Ⅱ？

サービス提供体制強化加算（Ⅰ）イを算定していればⅠ

※ 訪問介護
特定事業所加算(Ⅰ)
特定事業所加算(Ⅱ)

※ 特定施設／地域密着型特定施設
入居継続支援加算
サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イ

※ 介護老人福祉施設／地域密着型介護老人福祉施設

日常生活継続支援加算(Ⅰ)若しくは(Ⅱ)
サービス提供体制強化加算(Ⅰ)イ

のいずれか

のいずれか

のいずれか
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〇 厚生労働大臣が定める基準

賃金改善に関する計画を策定し、計画に基づき適切な
措置を講じていること。

〇 賃金改善に要する費用の見込額が介護職員等特定処遇改善加算の算定見込
額を上回る計画であること。

経験・技能のある介護職員のうち１人は、賃金改善に要する費用の見込額が月
額８万円以上又は賃金改善後の賃金の見込額が年額440万円以上であること。

経験・技能のある介護職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均が、介護
職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の賃金改善に要する費用の見込額の
平均の２倍以上であること。

介護職員（経験・技能のある介護職員を除く。）の賃金改善に要する費用の見
込額の平均が、介護職員以外の職員の賃金改善に要する費用の見込額の平均
の２倍以上であること。

介護職員以外の職員の賃金改善後の賃金の見込額が年額440万円を上回らな
いこと。
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〇 厚生労働大臣が定める基準

賃金改善に関する計画、実施期間及び実施方法その他
の処遇改善の計画等を記載した介護職員等特定処遇改善
計画書を作成し、全ての職員に周知し、市に届け出てい
ること。

介護職員等特定処遇改善加算の算定額に相当する賃金
改善を実施すること。

事業年度ごとに実績を市に報告すること。
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〇 厚生労働大臣が定める基準

介護職員処遇改善加算(Ⅰ)～(Ⅲ) のいずれかを算定
していること。

平成20年10月から の届出の日の属する月の前月まで
に実施した職員の処遇改善の内容（賃金改善に関するも
のを除く。以下この号において同じ。）及び当該職員の
処遇改善に要した費用を全ての職員に周知していること。

 の処遇改善の内容等について、インターネットの利
用その他の適切な方法により公表していること。
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〇 どのように配分するか？

１ 加算額の推計

２ 職員のグループわけ
① 経験・技能のある介護職員
② 他の介護職員
③ その他の職種

３ 配分額
・ ①に全部
・ ①に３分の２、②に３分の１

（２：１）
・ ①に７分の４、②に７分の２、③に７分の１

（４：２：１）

※ ８万円改善か年収４４０万円を達成すればＯＫ
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１ 創設の背景

２ 加算のルール

３ 届出の方法
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